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1 地域支援事業の概要
　地域支援事業は、高齢者が要介護・要支援状態となることを予防するとともに、要介護・
要支援状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよ
う支援することを目的とする事業です。
　本区の地域支援事業は、介護保険法に基づく、「介護予防・日常生活支援総合事業」、「包
括的支援事業」、「任意事業」の３つの事業から構成されています。

【図表】７－１　地域支援事業の全体像

１　介護予防・日常生活支援
　　総合事業

（１）総合サービス事業
　　�（介護予防・生活支援サー
ビス事業）

❶　訪問型サービス
❷　通所型サービス
❸　短期集中予防サービス
❹　介護予防ケアマネジメント

（２）一般介護予防事業

❶　介護予防把握事業
❷　介護予防普及啓発事業
❸　地域介護予防活動支援事業
❹　一般介護予防事業評価事業
❺　�地域リハビリテーション活
動支援事業

２　包括的支援事業

（１）高齢者あんしん相談センターの運営
（２）在宅医療・介護連携の推進
（３）認知症施策の推進
（４）生活支援体制整備事業
　　（介護予防及び地域での支え合い体制づくりの推進）
（５）地域ケア会議の推進

３　任意事業

（１）介護給付等費用適正化事業 ❶　給付費通知
❷　事業者指導事業

（２）家族介護支援事業 ❶　家族交流会・介護者教室
❷　認知症高齢者等見守り事業

（３）その他事業 ❶　成年後見制度利用支援事業
❷　住宅改修支援事業

第７章 地域支援事業の推進
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

訪問型サービス － 483人 3,698人

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

訪問型サービス 4,373人 4,414人 4,457人

2 介護予防・日常生活支援総合事業
　介護予防・日常生活支援総合事業は、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けら
れるよう、地域全体で高齢者を支えるとともに、高齢者自身も自らの能力を最大限に生か
して、要介護・要支援状態となることを予防するための取組です。
　本事業は、従来の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を移行し、要支援者及び基本
チェックリストで判定された対象者に対して必要な支援を行う「総合サービス事業（介護
予防・生活支援サービス事業）」と、第１号被保険者に対して体操等の介護予防を行う「一
般介護予防事業」から構成され、本区においては、平成28年10月１日から事業を開始し
ました。
　なお、要介護・要支援状態等になるおそれの高い状態にあると認められる総合サービス
事業対象者については、高齢者あんしん相談センターの介護予防ケアマネジメント等によ
り、個々の対象者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、対象者の自己選択に
基づき、適切な事業を包括的かつ効果的に実施していきます。

　高齢者あんしん相談センターの介護予防ケアマネジメントに基づき、ホームヘルパー
等が利用者の居宅を訪問し、入浴、排せつ等の身体介護や調理、洗濯、掃除等の生活援
助のサービスを、個々の利用者の状況に応じて行うことにより、自立した生活を送るこ
とができることを目指す支援を行います。

❶ 訪問型サービス

１ 総合サービス事業（介護予防・生活支援サービス事業）

【図表】７－２　訪問型サービス実績

【図表】７－３　訪問型サービス実施見込

※平成28年10月１日から事業開始。
※平成28年度の実績は、28年９月以前に他保険者で実施した総合事業分も含む。
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

通所型サービス － 928人 7,311人

　高齢者あんしん相談センターの介護予防ケアマネジメントに基づき、デイサービス事
業所において食事、入浴、その他必要な日常生活上の支援や機能訓練等を提供し、心身
機能の維持向上を図ります。

❷ 通所型サービス

　基本チェックリストにより生活機能等の低下が見られる方に対し、要介護・要支援状
態になることを予防するため、以下の事業を行います。

❸ 短期集中予防サービス

【図表】７－４　通所型サービス実績

※平成28年10月１日から事業開始。
※平成28年度の実績は、28年９月以前に他保険者で実施した総合事業分も含む。

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

通所型サービス 8,850人 8,934人 9,018人

【図表】７－５　通所型サービス実施見込

　介護予防ケアマネジメントを実施し事業の必要があるとされた場合に、理学療法士、
柔道整復師等が訪問して、自宅における運動指導と生活環境調整を行います。

イ　訪問型プログラム事業

　理学療法士や作業療法士等の指導による、筋力トレーニング、バランストレーニング、
ストレッチなどの体操に加え、栄養士による栄養改善の講話及び歯科衛生士による口腔
機能向上の講話や口腔体操などを行います。
　一部の会場では、高齢者用マシンを使用した運動も行います。

ア　複合型プログラム事業

　短期集中予防サービスへの参加を促進するため、複合型プログラム事業の１日体験教
室を行います。

ウ　プログラム体験事業
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

運動器の機能向上プログラム事業
（筋力向上トレーニング事業） 234人 249人 233人

運動器の機能向上プログラム事業
（筋力向上マシントレーニング事業） 85人 85人 88人

口腔機能向上プログラム事業（※１） 53人 42人 34人

栄養改善複合型プログラム事業（※１） 26人 37人 31人

認知症予防複合型プログラム事業（※２） － 27人 22人

訪問型プログラム事業 0人 0人 0人

合　　計 398人 440人 408人

プログラム体験事業 25人 67人 75人

区　　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

複合型プログラム事業
（体操＋栄養＋口腔） 320人 320人 320人

複合型プログラム事業
（マシン運動・体操＋栄養＋口腔） 114人 114人 114人

訪問型プログラム事業 4人 4人 4人

合　　計 438人 438人 438人

プログラム体験事業 － 128人 128人

【図表】７－６　短期集中予防サービス実績

【図表】７－７　短期集中予防サービス実施見込

※１�口腔機能向上プログラム事業及び栄養改善複合型プログラム事業は、平成30年度より運動（筋力及びマシ
ン）との複合により行う複合型プログラム事業に再編。

※２�認知症予防複合型プログラム事業は、平成30年度より一般介護予防事業（介護予防教室）の中で実施する。

110



第
７
章

地
域
支
援
事
業
の
推
進

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

介護予防ケアマネジメント － 1,480人 8,025人

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

介護予防ケアマネジメント 9,488人 9,572人 9,656人

　高齢者あんしん相談センターは、総合サービス事業の対象者がホームヘルプサービス
やデイサービス又は短期集中予防サービスの利用を希望する場合に、対象者の心身の状
態や生活機能等を把握・分析するとともに、個々の目標を記載した介護予防サービス・
支援計画書を作成・交付します。
　サービス利用開始後は、対象者の状況等を適宜モニタリング・評価し、必要に応じて
サービス計画の見直し、サービス提供事業者等との調整や助言を行います。

❹ 介護予防ケアマネジメント

【図表】７－８　介護予防ケアマネジメント実績

【図表】７－９　介護予防ケアマネジメント実施見込

※平成28年10月１日から事業開始。
※平成28年度の実績は、28年９月以前に他保険者で実施した総合事業分も含む。
※短期集中予防サービス（介護予防事業）に係る介護予防ケアマネジメントも含む。
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

調査票発送者数 34,137人 3,124人 2,504人

調査票回答者数 22,542人 1,176人 730人

調査票有効回答者数 22,367人 1,160人 727人

短期集中予防サービス対象者数 5,151人 403人 271人

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

調査票発送者数 12,500人 3,000人 1,900人

調査票回答者数 9,800人 1,300人 600人

調査票有効回答者数 9,700人 1,200人 570人

短期集中予防サービス対象者数 3,000人 420人 210人

　介護認定を受けていない75歳以上84歳以下の高齢者に、「基本チェックリスト１」を
送付し、生活機能に低下が見られるか把握するとともに、自分の心身や生活機能等の状
態を知ることで、介護予防に取り組む契機とします。

❶ 介護予防把握事業

２ 一般介護予防事業

【図表】７－10　介護予防把握事業実績

【図表】７－11　介護予防把握事業実施見込

※�平成27年度の調査票の送付対象は、介護認定を受けていない65歳以上の方。28年度より、送付対象年齢を
75歳以上84歳以下に変更した。
※�平成27年度は調査初年度、28、29年度は未回答者への送付。

※�介護認定を受けていない75歳以上84歳以下の方に送付。平成30年度を調査初年度（31、32年度は未回答者
への送付）とする３年間の調査を実施するものとして推計。
※�平成31、32年度の短期集中予防サービスへの参加案内は、当該年度の対象者だけではなく、30年度の調査
で対象となった方にも行う。

１ 基本チェックリスト　要介護状態とならず元気な生活を送るため、運動機能・口腔機能などの生活機能の低下や低栄
養状態を早期に発見することを目的とした「健康質問調査票」のこと。
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区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

文の京介護予防体操 953人 974人 960人

介護予防教室 1,155人 1,122人 1,230人

介護予防講演会 329人 439人 350人

出前講座 123人 99人 80人

介護予防展 1,330人 1,012人 1,100人

合　　計 3,890人 3,646人 3,720人

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

文の京介護予防体操 970人 980人 990人

介護予防教室 1,260人 1,260人 1,260人

介護予防講演会 350人 350人 350人

出前講座 80人 80人 80人

介護予防展 1,200人 1,200人 1,200人

合　　計 3,860人 3,870人 3,880人

　文の京介護予防体操、介護予防教室、介護予防講演会、出前講座、介護予防展等を実
施して介護予防の重要性を周知するとともに、すべての高齢者が介護予防に取り組む
きっかけづくりと取組の機会を提供します。

❷ 介護予防普及啓発事業

【図表】７－12　介護予防普及啓発事業実績

【図表】７－13　介護予防普及啓発事業実施見込
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❸ 地域介護予防活動支援事業

　地域で支える介護予防の担い手として、文の京介護予防体操推進リーダーや転倒骨折
予防体操ボランティア指導員等の養成を図ります。

ア　介護予防ボランティア指導者等養成事業

　介護予防のための体操とともに、住民同士の助け合い・支え合い活動を積極的に推進
していくため、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）による住民主体の通い
の場への運営支援を行います。

イ　通いの場への運営支援

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

文の京介護予防体操推進リーダー 80人 86人 104人

転倒骨折予防体操ボランティア指導員 30人 28人 28人

脳の健康教室サポーター 26人 22人 26人

合　　計 136人 136人 158人

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

通いの場運営団体数 ─ ─ 16団体

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

文の京介護予防体操推進リーダー 20人 20人 20人

転倒骨折予防体操ボランティア指導員 10人 10人 10人

脳の健康教室サポーター － － －

合　　計 30人 30人 30人

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

通いの場運営団体数 24団体 32団体 40団体

【図表】７－14　介護予防ボランティア指導者等の登録者数実績

【図表】７－16　通いの場への運営支援実績

【図表】７－15　介護予防ボランティア指導者等の新規養成者数実施見込

【図表】７－17　通いの場への運営支援実施見込

※�脳の健康教室サポーター養成は、欠員が生じた場合に実施。
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　一般介護予防事業については、高齢者・介護保険事業計画に定める目標値の達成状況
等の検証を行うとともに、区の事務事業評価制度を活用して評価を行います。

❹ 一般介護予防事業評価事業

　地域における介護予防の取組を強化するため、リハビリテーション専門職等が、高齢
者あんしん相談センターと連携しながら地域ケア会議、住民運営の通いの場等における
取組を総合的に支援します。
　具体的には、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機能」「活動」「参加」のそ
れぞれの要素にバランスよくアプローチし、高齢者の有する能力を評価し改善の方向性
の助言などを行います。

❺ 地域リハビリテーション活動支援事業
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区　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込） 平成32年度

高齢者人口 41,927人 42,373人 42,686人 43,662人

相談実人数 11,080人 11,177人 12,076人 13,099人

相談総件数 33,011人 34,593人 35,268人 38,989人

電話 14,415人 13,944人 14,228人 15,729人

訪問 9,756人 10,968人 11,362人 12,561人

来所 7,086人 7,474人 7,704人 8,516人

その他 1,754人 2,207人 1,974人 2,183人

3 包括的支援事業
　高齢者あんしん相談センターでは、すべての高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を
継続することができるよう、総合相談、権利擁護、包括的・継続的マネジメント支援及び
介護予防ケアマネジメント等を行っています。
　詳しくは、「第６章　地域包括ケアシステムの深化・推進」の「２　地域包括ケアシス
テムの深化・推進に向けた取組」の中で述べています。(P.97～101参照)
　また、包括的支援事業では、地域包括ケアシステムの推進に向け、高齢者あんしん相談
センターの運営に加え、「在宅医療・介護連携の推進」、「認知症施策の推進」、「生活支援
体制整備事業」及び「地域ケア会議の推進」に係る事業を行います。

　平成28年度は、高齢者あんしん相談センター全体で、高齢者人口の26.5％にあたる
11,177人に対し、延べ34,593件の相談・支援を行っています。
　周知活動を積極的に行うことで、32年度までに高齢者人口の約30.0％の方に高齢者あ
んしん相談センターを利用してもらうことを目指します。
　また、高齢者あんしん相談センターの運営状況については、適切、公正かつ中立な運営
の確保のため、介護保険法施行規則第140条の66に規定する地域包括支援センター運営
協議会の機能を所掌する地域包括ケア推進委員会に報告します。
　なお、個人情報の取扱いについては、介護保険法の規定により高齢者あんしん相談セン
ターの設置者・職員に対し、守秘義務が課せらるとともに、「文京区個人情報の保護に関
する条例」を遵守するよう区条例で規定しています。

１ 高齢者あんしん相談センターの運営

【図表】７－18　高齢者あんしん相談センター総合相談業務の実績及び見込

※�高齢者人口は、平成27～29年度は10月１日付住民基本台帳人口、32年度は推計。
※平成29年度の相談実人数及び相談総件数は見込。
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※�以下２）～５）については、「第６章　地域包括ケアシステムの深化・推進」の「２　地
域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組」の中で述べています。（P.92～97参照）

２ 在宅医療・介護連携の推進

３ 認知症施策の推進

４ 生活支援体制整備事業
（介護予防及び地域での支え合い体制づくりの推進）

５ 地域ケア会議の推進
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4 任意事業
　すべての高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続することができるよう、区独自
の任意事業を実施します。

　介護サービス事業所から介護給付費等の請求のあったサービスの内容や費用等を記載
した「給付費通知」を介護サービス及び総合サービス事業の利用者全員に送付し、受け
たサービスの内容との比較・確認を利用者やその家族が行うことにより、事業者の不正
請求を防ぐとともに、介護給付費についての利用者の理解促進を図っています。

❶ 給付費通知

　介護保険サービス事業所に対しては、適切な介護サービスを確保するために、介護給
付解釈に関する研修会などで集団指導を行い、法制度等の正しい理解を促しています。
　さらに、事業所を訪問し、人員・運営等の基準の遵守や適正な介護報酬の請求、適切
なケアプランの作成等について確認し、必要に応じて指導等を行っています。
　また、ケアマネジャーが作成するケアプランが利用者にとって必要なサービスが過不
足なく提供されているか、利用者にとっての自立支援を促すものとなっているか等の点
検を定期的に行い、より良いケアプランが作成されるよう支援しています。
　詳しくは、「第９章　介護保険制度の運営」の「２　介護給付の適正化」の中で述べ
ています。（P.167～168参照）

❷ 事業者指導事業

１ 介護給付等費用適正化事業の実施

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

給付費通知 2回 2回 2回

事業者指導事業 30回 30回 30回

区　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

給付費通知 2回 2回 2回

事業者指導事業 30回 30回 30回

【図表】７－19　介護給付等費用適正化事業実績

【図表】７－20　介護給付等費用適正化事業実施見込
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　認知症介護者の情報交換やストレス軽減のための場として認知症家族交流会を実施す
るとともに、認知症に対する正しい理解や介護の方法の習得を通じて、認知症の適切な
ケアの普及及び介護者の支援を目的とした認知症介護者教室を実施します。

❶ 認知症家族交流会及び認知症介護者教室の実施

２ 家族介護支援事業の実施

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

認知症家族交流会及び認知症介護者教室 17回 16回 16回

区　　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

認知症家族交流会及び認知症介護者教室 16回 16回 16回

【図表】７－21　認知症家族交流会及び認知症介護者教室実績

【図表】７－22　認知症家族交流会及び認知症介護者教室実施見込

　認知症の症状による高齢者等の行方不明発生の防止、発生した場合の早期発見・早期
保護のため、地域の見守り機能の強化や発見ネットワークの活用を促進することにより、
認知症高齢者等が外出しやすい環境を整えるとともに、介護を行う家族や支援者の負担
軽減を図ります。

❷ 認知症高齢者等見守り事業の実施

　本人や家族からの申請により登録し、認知症の症状により行方不明になる場合に備え、
区、高齢者あんしん相談センター及び区内４警察署で情報共有を行います。

ア　ただいま！支援登録

　「ただいま！支援登録」による登録者等が行方不明となった際、あらかじめ登録した
地域の協力事業者・協力サポーターへ電子メールを一斉配信し、可能な範囲内で捜索の
協力を依頼します。

イ　ただいま！支援ＳＯＳメール

　行方不明となった認知症高齢者等の発見時、速やかな身元判明に役立つ靴用反射ス
テッカー及び衣服用アイロンシールの配付を行います。

ウ　靴用ステッカー及び衣服用アイロンシールの配付
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　地域での対応力向上による見守り機能強化のため、行方不明発生から保護までの流れ
を地域で模擬的に体験する「うちに帰ろう」模擬訓練を推進します。

エ　「うちに帰ろう」模擬訓練

　民間事業者が運営するGPS通信網を使用した探索システムの利用に対して、申込に係
る経費の助成を行います。

オ　高齢者徘徊探索サービス事業

　成年後見制度利用が必要にもかかわらず、申立てを行う親族がいない等の場合には、
老人福祉法第32条の規定に基づき、区長が代わって後見などの審判の申立てを行います。
　また、費用の負担をすることが困難と認められる人に対し、審判の請求に係る費用及
び後見人への報酬の助成を行います。

❶ 成年後見制度利用支援事業の充実

　要介護や要支援の認定を受けている高齢者が、手すりの取り付けなど介護に必要な小
規模な住宅改修を行う場合、ケアマネジャーや福祉住環境コーディネーター等が住宅改
修に関する相談に応じます。
　また、ケアマネジャーがついていない利用者が住宅改修の支給申請を行う場合、「住
宅改修が必要な理由書」を福祉住環境コーディネーター等が作成した際の費用の補助を
行います。

❷ 住宅改修支援事業の実施

３ その他事業の実施

区　　　分 平成27年度 平成28年度 平成29年度（見込）

住宅改修支援事業（補助） 66件 70件 95件

区　　　分 平成30年度 平成31年度 平成32年度

住宅改修支援事業（補助） 100件 100件 100件

【図表】７－23　住宅改修支援事業実績

【図表】７－24　住宅改修支援事業実施見込
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　平成26年の介護保険法改正前は、地域支援事業に要する費用は、介護給付費見込額の
３％を上限としていましたが、改正後においては、介護予防・日常生活支援総合事業の上
限と包括的支援事業・任意事業の上限の２つの区分でそれぞれ管理を行うことになります。
　なお、介護予防給付の訪問介護や通所介護が地域支援事業に移行した後においても移行
分をまかなえるよう、新しい介護予防・日常生活支援総合事業については、従前の費用実
績を基本とし、これに75歳以上の高齢者数の伸びを勘案した金額が上限となります。
　第７期における地域支援事業に要する費用額の見込は、以下のとおりです。

４ 地域支援事業に要する費用の見込

【図表】７－25　地域支援事業に要する費用の見込

区　　　分 30年度 31年度 32年度 合計
介護予防・日常生活支援総合事業 486,388 487,064 491,908 1,465,360

総合サービス事業
（介護予防・生活支援サービス事業） 424,501 427,696 431,230 1,283,427

訪問型サービス 73,356 73,741 74,459 221,556
通所型サービス 249,361 251,738 254,115 755,214
短期集中予防サービス 51,358 51,358 51,358 154,074
介護予防ケアマネジメント 48,816 49,242 49,673 147,731
高額・高額医療合算介護予防・生活支
援サービス事業 816 816 816 2,448

審査支払手数料 794 801 809 2,404
一般介護予防事業 61,887 59,368 60,678 181,933

介護予防把握事業 12,048 8,152 6,937 27,137
介護予防普及啓発事業 42,722 43,022 43,322 129,066
地域介護予防活動支援事業 6,857 7,674 9,899 24,430
一般介護予防事業評価事業 0 0 0 0
地域リハビリテーション活動支援事業 260 520 520 1,300

包括的支援事業 320,523 345,624 348,568 1,014,715
高齢者あんしん相談センターの運営 277,727 288,264 291,208 857,199
在宅医療・介護連携の推進 0 12,360 12,360 24,720
認知症施策の推進 8,329 10,000 10,000 28,329
生活支援体制整備事業 25,484 25,000 25,000 75,484
地域ケア会議の推進 8,983 10,000 10,000 28,983

任意事業 6,096 6,096 6,096 18,288
介護給付等費用適正化事業 2,314 2,314 2,314 6,942

給付費通知 1,399 1,399 1,399 4,197
介護保険事業者等指導事務 915 915 915 2,745

家族介護支援事業 2,654 2,654 2,654 7,962
認知症家族交流会・介護者教室 630 630 630 1,890
認知症高齢者等見守り事業 2,024 2,024 2,024 6,072

その他の事業 1,128 1,128 1,128 3,384
成年後見制度利用支援事業 928 928 928 2,784
住宅改修支援事業 200 200 200 600

合　　　計 813,007 838,784 846,572 2,498,363

（単位：千円）
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